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浪江町あげての ADR 集団申し立て 

 昨年春に一部が避難解除されたもの

の、住民票上は 1万 8千人ほどの町民の

うち、実際に浪江町に居住するのは 800

人足らず。大多数が町外、県外に苦しい

避難生活を強いられている。 

そういうなかで、馬場町長を先頭に浪

江町はあげて原子力損害賠償紛争解決

センター（以下 ADR）に 2013 年５月に

集団申し立てをおこなった。それは加害

者たる国が一方的に慰謝料を月額 10 万

円と定めたことに対し、町民の被災状況

に照らし妥当性を欠いているとし、その

増額を求めたのである。裁判闘争に取り

くんでいる町民もいるが、そこまでは時

間や労力、費用の関係で困難と言う町民

を、町が代理人となって ADR に申し立て 

 

 

 

 

 

 

 

 

ようというとりくみである。申し立てに

は約 15700 人、全町民の７割以上が参加

した。 

こうして ADR は 2014 年３月に、「全申

立人に月額５万円（期間２年間）、75 歳

以上の全高齢者に対し避難により正常

な日常生活の維持・継続が著しく阻害さ

れたための慰謝料として月額３万円（期

間３年間）の支払い」を内容とする和解

案を提示した。 

東電は４年間も和解案拒否、何のため

の ADR？ 

ところが東京電力はこの和解案を拒

否。度重なる和解受諾勧告にもかかわら

ず以降４年間も拒否し続けてきた。この

間高齢の申立人が 846 人も亡くなられ

た。 

 

 
 相双の会

原発事故被害者 

連絡先 

國分富夫（会長） 

住所 

〒976-0052 

福島県相馬市黒木字迎畑 91-12 

電話 090（2364）3613 

メール kokubunpisu@gmail.com 

事務局 

鈴木宏孝 090-2909-6133（浪江） 

関根憲一 090-4889-3726（富岡） 

板倉好幸 090-9534-5657（南相馬） 

ＮＯ.７５ 発行日 ：２０１８年８月１日 

浪江町民の願いを聞き入れぬ東電、仲介をやめたＡＤＲ 

怒りのメッセージを遺し、馬場有・元町長 6 月 27 日に逝去 

 福島県浪江町の前町長・馬場有さんが 6 月 27 日に逝去

されました。馬場さんは町長 3期目で、任期中に福島第 1

事故にあい、長期の全町避難の下で町民への損害賠償はじ

めとする対応に粉骨砕身され、また脱原発を各地で訴えて

こられました。 

 謹んでご冥福をお祈りします。 
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そして本来被害者の立場を尊重すべ

き ADR が今年の４月６日に和解仲介を

打ち切ったのである。以下の馬場町長の

コメントは、その東電と ADR への憤懣や

るかたない心境が示されている。 

このときすでに馬場町長の体調は悪

化しており、６月 13 日に町長の辞職を

申し出、それから間もなくの６月 27 日

に逝去された。 

なお現在浪江町は、今後の取り組みに

ついて以下の三つの選択肢で町民の意

向調査を実施し、支援弁護団と協議して

いる。 

① 浪江町支援弁護団が考得ている

東電を相手にした訴訟。町民が原告と

なって訴訟を検討したい場合は、町が弁

護団とつなぎ資料等を提供する。 

② 個人として ADR に申し立てたい

方への資料提供と説明 

③ 東電への未請求の損害賠償の解

消への町の支援 

 

浪江町 ADR 集団申立ての打ち切りについての故馬場有・浪江町長コメント 

 

 今回の原子力損害賠償紛争解決センターの和解仲介手続き打ち切りにつ

いては、誠に遺憾である。私たちの意思が入る余地がなく、町外へ長期広

域避難を強いられ、現在も過酷な生活を余儀なくされている状況を、ADR
センター、東京電力ホールディング株式会社は何と考えているのか。 
 避難者に寄り添うどころか、突き放しているとしか思えない、残念な結

果である。 
 東京電力は、私たちの訴え、陳述に耳をふさぎ、陳述書をまともに精査

もせず、ADR センターの和解案を退けてきた。「この和解案を認めると、浪

江町だけでなく広域的に影響を及ぼす」、｢申立人の集団賠償については、

個別事情を考慮して判断したい｣とする受諾拒否の理由は、到底、私たちに

は納得できない。そもそも、東京電力は、「損害があるかぎり賠償する方針」

を示し、｢最後の 1 人まで賠償貫徹｣｢迅速かつきめ細やかな賠償の徹底｣、

そして今なお、「和解仲介案の尊重」の「三つの誓い」を公表している。｢尊

重する｣と誓いながら、和解案の受諾を、1 名を除き４年以上に亘り拒否し

続けた不誠実なその姿勢は、言語道断であり、許されるものではない。拠っ

て、東京電力には、原発事故の原因者、加害者としての意識がひとかけら

もないと断じたい。 
 ADR センターには、これまで長い期間に亘って、和解仲介役を務めてい

ただいたことに感謝申し上げる。 
 しかし、ADR センターの役割は何か。 
 この原子力損害賠償において、お互いに不利にならないよう審議する客

観的立場に立脚し、本裁判審理のように長期間に及ばないよう、スピー

ディーに解決する機関ではなかったのか。今回の件で、その設置目的は根

底から覆されることになり、全く理解のできない組織となった。 
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避難先から通学する子も 

この表で一目瞭然ですが、避難解除を

急ぎ学校も再開しましたが、子どもたち

は戻ってこないのが現実です。 

再校した学校へ入学した少数の子ど

もの中でも、ほとんどの子は、スクール

バス等で避難している地域から通学し

ていると聞きます。避難地域にはいくら 

 

でも学校があるにもかかわらず、再校し

た学校へ長時間かけて通学するのは何

故でしょうか。それぞれがいろんな思い

があり、いろいろな事情があり決断して

決めたのだろうと思います。 

圧倒的に戻らない人が多いのは、子育

て中の親は低線量被爆による将来にわ 

 2010 年 5 月（事故前） 2018 年 4 月 

南 相 馬 市 小 高 区 1,087 人 129 人 

飯 舘 村 531 人 75 人 

浪 江 町 1,773 人 17 人 

葛 尾 村 112 人 18 人 

富 岡 町 1,487 人 39 人 

川 内 村 166 人 64 人 

楢 葉 町 686 人 101 人 

広 野 町 541 人 217 人 

田 村 市 都 路 地 区 228 人 110 人 

川 俣 町 山 木 屋 地 区 99 人 15 人 

   計 6,710 人 785 人 

 東京電力の原発事故によって、原因が生じたことを肝に銘ずるべきで、

ADR センターの存立が疑われる。 
 今後については、15000 人以上の申立人及び浪江町支援弁護団、町議会

とこの問題の対応について、町のできることを協議、検討するとともに、

町民に寄り添った更なる施策についても検討して参りたい。 

平成 30 年４月６日 浪江町長 馬場 有 

強制避難区域で避難解除後に小中学校を再校したが 

―「遠隔授業モデル」に指定？！ 

小学校・中学校の児童生徒数 事故前と今年４月現在の比較 
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たっての命と健康の危険を最重要視し

ている現れであると思われます。 

自然界にないセシウム 137 はウラン

235 を原発で核分裂させて生成される

ものでありますから、造ることはできる

が、放射能を消すという能力も持ち合わ

せていません。つまり自然消滅を待つほ

かありません。100 年で 10 分の 1 に減

少、元に戻るには 300 年と言われていま

す。  

また低線量被爆は大丈夫という科学

的根拠がない事も事実だと思います。本

音は高齢者も若い人たちも帰りたくな

いはずがありません。なのに帰らず、ま

た子供も避難先の学校に通わせるか、避

難したままで長時間かけて通学させる

しかないのです。全てに於いて帰れる条

件が整っていないからです。 

 

「情報通信技術活用の遠隔授業モデ

ル」とは？！ 

復興庁は本年度、東京電力福島第一原

発事故で避難指示が出た 12 市町村で、

情報通信技術を活用して「魅力的な教育

モデルを構築する」としています。 

少人数教育に対応するため「遠隔合同

授業モデル」を 12 市町村に展開するた

め支援体制を強化する。そして、12 市

町村の取り組みを先進事例として全国

に発信するというのです。「遠隔授業」

とはテレビ電話やインターネットを通

じた授業で、文部科学省が過疎地など生

徒数が少ない地域で高校の教員不足へ

の対策として導入を容認しはじめ、これ

を義務教育にまでおよぼそうとしてい

るものです。 

 

「遠隔授業」は、教師との触れ合いも、

個性豊かな大勢のクラスメートとの触

れ合いも保証できるものではありませ

ん。ですから文部科学省内にも慎重意見

が強いと聞きます。そんな「教育」の実

験台に被災地を使おうというのでしょ

うか。 

 

福島こそ子供に教員がよりそえるよ

うに 

被害者である我々からすれば、なんで

このような状況になってしまったのか

を明らかにして、人間味あふれる教育が

重要なのではないでしょうか、特に避難

者へのさまざまな差別に心の傷を負っ

た子どもたちです。教員が一人一人の子

に寄りそえるように教員配置を増やし

たりすべきでしょう。国として責任ある

対応が最も求められていることであり

ます。 

復興庁・国の考えは、明らかに帰還者

は少ないし、子どもたちが戻ってくると

いう展望が無いと言っているのと同じ

です。一方で「帰還」を強いつつ、他方

で「遠隔授業」を導入するという矛盾し

た政策は、もう誤魔化しは効かないこと

を示しています。

 

 

 

人気のない浪江町繁華街 

        是⾮ご投稿をいただき「声」として会報に載せたいと考えています。匿名でもけっこうです。
          ◇電話 090（2364）3613 ◇メール（國分）kokubunpisu@gmail.com 
ご意⾒のお願い 


